
市町村財政比較分析表(平成21年度普通会計決算)
愛媛県 東温市

人 口
面 積
標 準 財 政 規 模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

34,716
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [88.4%]
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [124,964円]
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給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [92.1]
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [8.87人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [14.3%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [109.1%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

東温市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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分析欄
＜財政力指数＞
　類似団体平均を０．０９、県内市町村平均を０．０７上回っているが、全国市町村平均を０．０１下
回っている。今後とも、企業誘致や土地区画整理事業などの推進、愛媛地方税滞納整理機構の活
用や差押財産公売体制の構築による徴収率の向上などにより、市税収入の確保に努め、財政基盤
の強化を図りたい。

＜経常収支比率＞
　類似団体の平均を２．５％、全国市町村平均を３．４％下回っており、県内市町村平均と同ポイント
となっているが、今後は、扶助費や公債費などの増加による比率の悪化が予想される。事務事業評
価による適正な事業費の配分による経費の削減など、経常経費の削減に努めたい。

＜人口１人当たり人件費・物件費等決算額＞
　類似団体平均を１３，５２０円下回っているが、県内市町村平均を９，８７３円、全国市町村平均を
９，１０８円上回っている。今後、新市建設計画等による施設整備により維持管理費用等の増加が
見込まれるため、すべての経費を再度見直し、コストの低減を図りたい。

＜ラスパイレス指数＞
　類似団体平均を４．１、全国市平均を６．７下回っており、９２．１と低い水準になっている。今後も
国や県の給与に準じた適正な給与制度の運用に努めたい。

＜将来負担比率＞
　類似団体平均を１４．０％下回っており、早期健全化基準（３５０％）の約１／３となっているが、県
内市町村平均を５．１％、全国市町村平均を１６．３％上回っている。現在、上下水道事業の施設整
備を進めており、今後も比率の上昇が避けられない見通しとなっているが、可能な限り地方債の発
行を縮小し比率の抑制に努めたい。

＜実質公債費比率＞
　類似団体平均を１．４％下回っているが、県内市町村平均を０．９％、全国市町村平均を３．１％上
回っている。今後は、公共施設等の耐震化事業債の増加による元利償還金の増加、特別会計の上
下水道整備の準元利償還金の増加が見込まれるため、実質公債比率の上昇が予想されるが、全
ての事業について再度検討を行い計画的な事業実施により比率の抑制に努めたい。

＜人口1000人当たり職員数＞
　類似団体平均を０．７５人下回っているが、県内市町村平均を０．８５人、全国市町村平均を１．５４
人上回っている。削減策として、合併前から平成１９年度まで一般行政職の新規採用を見送ってい
たが、現在の地方公共団体の事務が多様化・高度化する中で、職員削減を進めることが困難となっ
てきている。効率的な職員の配置により職員採用を抑制するものとするが、将来にわたり年齢構成
等の歪みが生じないよう採用者の平準化を図りたい。



歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 愛媛県 東温市

経常収支比率の分析

人 口
面 積
標 準 財 政 規 模
歳 入 総 額
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

＜経常収支比率＞
　類似団体の平均を２．５％、全国市町村平均を３．４％下回っており、県内市町村平均と同ポイントとなっている。対前年度比では１．
０％下がり改善されているが、今後、生活保護費や、障害者扶助費など福祉関係経費の増加や、国民健康保険特別会計及び介護
保険特別会計、後期高齢者医療特別会計への繰出金等の増加により比率の悪化が予想されるため、事務事業評価による適正な事
業費の配分により経常経費の削減に努めたい。

＜人件費及び人件費に準ずる費用の分析＞
　人件費に係る経常収支比率は類似団体平均を２．２％下回っており、人口１人当たり決算額についても類似団体平均を２２，３３８円
下回っている。この要因として、人口1000人当たりの職員数が類似団体平均を０．７５人下回っていることや、ラスパイレス指数が９
２．１と類似団体平均の９６．２と比べて４．１下回っていることが考えられる。今後も国や県の給与に準じた適正な給与制度の運用を
行うとともに、効率的な職員の配置により人件費の抑制に努めたい。
　物件費に含まれる臨時職員の賃金は、人口１人当たり決算額で類似団体平均を１，３５７円上回っているが、放課後児童指導員や
学校教育生活支援員等の賃金の増加が今後も見込まれ、物件費の抑制が難しい状況にある。

＜公債費及び公債費に準ずる費用の分析＞
　公債費に係る経常収支比率は類似団体平均を３．３％下回っており、人口１人当たり決算額についても類似団体平均を１８，３４８円
下回っている。今後は、合併特例債や臨時財政対策債、公共施設等の耐震化事業に係る地方債の発行増加が見込まれるが、全て
の事業について再度検討を行い計画的な事業実施により可能な限り公債費の平準化に努めたい。

＜普通建設事業費＞
　普通建設事業費の人口１人当たり決算額については類似団体を１３，５２３円下回っており、過去５年間平均でも１１，４７１円下回っ
ている。平成１７年度からの５年間では、平成１８年度に唯一類似団体を上回っているが、これは新市建設計画事業として給食セン
ター建設事業や消防庁舎建設事業の大規模な事業を行ったことによるものである。今後は、公共施設等の耐震化事業や合併特例事
業の実施による増加が見込まれるが、全ての事業について再度検討を行い計画的な事業実施により事業費の抑制に努めたい。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 2,274,999 65,532 87,870 ▲ 25.4
賃金（物件費） 245,370 7,068 5,711 23.8
一部事務組合負担金（補助費等） 26,170 754 9,150 ▲ 91.8
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 740 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 131,415 3,785 3,657 3.5
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 105,160 3,029 1,891 60.2
▲退職金 ▲ 258,543 ▲ 7,447 ▲ 11,422 ▲ 34.8
合計 2,524,571 72,721 97,598 ▲ 25.5

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 8.87 9.62 ▲ 0.75
ラスパイレス指数 92.1 96.2 ▲ 4.1

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

1,670,657 48,124 66,472 ▲ 27.6

積立不足額を考慮して算定した額 - - - -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - 40 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 610,116 17,574 16,113 9.1
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

32,709 942 4,390 ▲ 78.5

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

52,669 1,517 2,376 ▲ 36.2

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 24 -

▲特定財源の額 ▲ 77,924 ▲ 2,245 ▲ 4,690 ▲ 52.1
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 1,218,573 ▲ 35,101 ▲ 48,515 ▲ 27.6

合計 1,069,654 30,812 36,211 ▲ 14.9

※実質公債費比率については1月31日現在の数値

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 愛媛県 東温市

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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